
内閣官房　地域活性化統合事務局

担当省庁
担当課

根拠法令 対応 理由・根拠となるデータ・法令解釈・条件/代替案の内容とその妥当性・論点など 対応 理由等

29 つくば国際戦略総合特
区

次世代がん治療
（BNCT）の開発実
用化

○病院設置・普及型BNCT治療装置
の開発
・ 課題解決型医療機器の開発・改
良に向けた病院・企業間の連携支
援事業(経済産業省)等の研究開発
費を活用し、中性子を効率的に発生
できるターゲット材の開発を行うほ
か、発生した高エネルギー中性子を
治療に適切な線質に調整する装
置、線量評価・照射制御システムの
開発に向けた取り組みを行ってい
く。(H23～H27年度)

ＢＮＣＴの研究開発にあたり、当
初、既製品で対応可能と思われ
ていた機器（電源設備等）が
オーダーメードで開発する必要
が出てきた。研究開発をスケ
ジュール通りに進捗されるため
には、交付額の上限の緩和をし
ていただき、単年度あたりの事
業計画を確実に実施する必要が
ある。
特区で推進する事業について、
格別のお取り計らいをいただけ
るようお願いしたい。

経済産業省
医療・福祉
機器産業室

― B
当室で行っている「課題解決型医療機器等開発事業」は、前年度からの継続テーマに
加えて、全国的な公募及び公平な審査を経て新規テーマを採択する事業である。した
がって、本事業に申請をしていただき、公平な審査を経て、採択されれば支援が可能で
ある。なお、本事業とは別枠を設けて開発支援を確実に行うことは、総合特区調整費を
活用しないという前提では、対応することは困難である。

a

　公募制事業に関する手続きについては了解いたしました。
  なお、本取組は、日本人の死亡原因第１位のがんに対し、経済的・肉体的負担が少ない次世代がん治療（BNCT）の開発実用化を行うものであり、健康長寿社会
の実現といった政策課題や国の「がん対策推進基本計画」の目標（がん死亡者数の減少、全てのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の向
上）を達成する上で、極めて有効な課題解決方策であります。
　現在、小型加速器中性子源発生装置の開発を進めておりますが、今後、加速器と一体となって治療を行うための医用料の中性子発生装置（ターゲット、モデレー
タ、コリメータ等のユニット）や、中性子線を照射する時に患者の姿勢を固定するための患者搬送セッティング装置等の開発が不可欠となっております。
　平成２７年度までに治療装置の開発や治験の実施等により、先進医療として承認を受けることを目指しておりますが、そのためには、医療用の中性子発生装置
の開発や、患者搬送セッティング装置の開発等を平成２４年度～２６年度で実施する計画でおります。
　引き続き、最大限の支援が得られるよう対応してまいります。

Ⅳ

31 つくば国際戦略総合特
区

藻類バイオマスエ
ネルギーの実用
化

○藻類バイオマスの大量生産技術
の確立
・ H24年度からは、つくば市内の耕
作放棄地２haにおいて、藻類バイオ
マスの屋外培養の研究開発に着手
し、2015(H27)年度までに年間14tの
藻類産生オイルの生産を通じて、大
規模実証に必要な技術的課題の解
決を目指す。
・ 2015年度(H27年度)以降は、県内
及び被災自治体の耕作放棄地等を
活用して大規模実証を通じて化石燃
料のコストに見合う生産技術を確立
し、実用化の目安となる年間1.4万ｔ
の藻類産生炭化水素の生産を目指
す。

新技術の確立・実証（技術実証
等）の事業は1/2あるいは2/3の
補助、新技術の確立・実証（実証
施設の整備）の事業は1/2の補
助となっているが、藻類は新作
物として6次産業に位置づけ、ま
た、特区でのプロジェクトである
ことから、どちらも定額補助
(100%補助)として頂きたい。

農林水産省
食料産業局
新事業創出
課

緑と水の環境技術革命プロジェクト事業実施要
領（現在財務省と協議中） C

　平成23年10月に食と農林漁業の再生推進本部が決定した「我が国の食と農林漁業の
再生のための基本方針・行動計画」において、農山漁村の６次産業化を推進することと
されており、こうした方針に基づいた６次産業化を効果的に進める必要があります。
　このため、緑と水の環境技術革命プロジェクト事業において、６次産業化の推進が効
果的になされるよう必要な条件や補助率(事業化可能性調査は定額（上限１千万円）、
技術実証・整備は1/2,(六次産業化法の研究開発・成果利用計画の認定者は一部2/3に
嵩上げ))を定めているところであり、受益者負担の観点からも補助率の拡充等の一層の
優遇措置を講じることはできないため、自治体の提案どおりには実施できません。
　また、現行の予算事業は、公募の上、審査を経て採択することとなっており、無審査で
補助金を交付することは想定しておりません。
　なお、御提案の計画は、「緑と水の環境技術革命総合戦略」の重点分野の１つに含ま
れ、補助率の拡充等の優遇措置以外については、技術の確立・実証として技術実証及
び実証施設の整備事業（補助率1/2）で対応が可能です。

b

　本事業の実証施設の整備費については、他の交付金での措置をお願いしているところであり、本補助金においては、それらの施設の管理費や事業の運営費等
についての措置をお願いしているものです。公募事業であることは承知しております。必要な申請手続きを行う予定でごいます。また、審査を経て採択という流れも
理解しております。受益者負担の観点から要望している補助率の嵩上げ（10/10）ができないということは承知いたいしました。
　本事業は、再生可能エネルギーの実用化とその普及の拡大を図るという喫緊の課題を解決するため総合特区の事業として取り組むみ、藻類が産み出す炭化水
素オイルを安定的なエネルギー資源とするため、屋外での大規模実証実験を行い、藻類バイオマスの大量生産技術の確立を図ること、また、抗酸化作用等の機
能性を有する希少オイルを産生する藻類を活用し、健康食品、化粧品等の高付加価値産業への展開を図るものです。具体的には、プールおよび農地での藻類生
産実証実験についてCO2濃度、CO2バブルのサイズ、撹拌条件等を変えた実験実証システムを用いて、春、夏、秋の3回の実験を計画しており、H27年度に14．4ト
ンの炭化水素オイル生産を目標としております。今回、本事業が「緑と水の環境技術革命総合戦略」の重点分野の１つに含まれる（補助率1/2）という見解を頂いた
ところですが、1/2補助の場合、資金の調達が難しくなり、事業の目標達成に向けて十分な予算を確保できない状況にあります。本事業は再生可能エネルギーの
実用化とともに、健康食品、化粧品等の高付加価値産業を創出する取組であり、農業の6次産業化に資するものです。審査・採択にあたりまして2/3補助として頂く
など、柔軟な運用をお願いいたします。

公募手続きの必要性に
ついては農林水産省と
指定自治体で認識が一
致している。
今後、指定自治体が提
示する事業内容や当該
事業の重要性に照らし
て補助率の変更が可能
かどうか、引き続き協議
を行う。

Ⅲ

総合特区名称整理番号

国際戦略総合特別区域及び地域活性化総合特別区域における財政上の支援措置の改善提案に対する国と地方の協議の結果について（書面協議）

内閣府整理（コメント欄）
（4/3時点）

内閣府整理
Ⅰ～Ⅳ
Ⅰ：実現が可能となったもの
Ⅱ：実現に向けた条件、代替
案等の検討を継続して行うも
の
Ⅲ：実現不可能なため、各省
に対して深堀の検討を依頼
するもの
Ⅳ：指定自治体で代替案を
含む提案内容の再検討を行
うもの

提案事項名 提案事項の具体的内容（１） 提案事項の具体的内容(2)

国と地方の協議【書面協議】　担当省庁の見解（3/9時点）
（対応欄　Ａ：概算要求等として引き続き検討（全国展開、特区含む。）、Ｂ：現行制度で対応可能、Ｃ：対応しない、Ｚ：指定自治体が検討）

国と地方協議【書面協議】　指定自治体の回答（3/22時点）
（a:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れられない　ｄ：その他）



内閣官房　地域活性化統合事務局

対応 理由・根拠となるデータ・法令解釈・条件/代替案の内容とその妥当性・論点など 対応 理由等

29 つくば国際戦略総合
特区

次世代がん治療
（BNCT）の開発実
用化

○病院設置・普及型BNCT治療装
置の開発
・ 課題解決型医療機器の開発・改
良に向けた病院・企業間の連携支
援事業(経済産業省)等の研究開発
費を活用し、中性子を効率的に発
生できるターゲット材の開発を行う
ほか、発生した高エネルギー中性
子を治療に適切な線質に調整する
装置、線量評価・照射制御システム
の開発に向けた取り組みを行って
いく。(H23～H27年度)

ＢＮＣＴの研究開発にあたり、当
初、既製品で対応可能と思われ
ていた機器（電源設備等）が
オーダーメードで開発する必要
が出てきた。研究開発をスケ
ジュール通りに進捗されるため
には、交付額の上限の緩和をし
ていただき、単年度あたりの事
業計画を確実に実施する必要
がある。
特区で推進する事業について、
格別のお取り計らいをいただけ
るようお願いしたい。

- - - -

経済産業省から、公募事業のため、別枠を
設けて確実に支援することは困難であると
の見解が示されたが、協議を踏まえ、指定
自治体が既存の「課題解決型医療機器等
開発事業」を中心に最大限の支援を得ら
れるよう取り組んでいくこととしたため協議
終了。

Ⅴ

31 つくば国際戦略総合
特区

藻類バイオマスエ
ネルギーの実用
化

○藻類バイオマスの大量生産技術
の確立
・ H24年度からは、つくば市内の耕
作放棄地２haにおいて、藻類バイオ
マスの屋外培養の研究開発に着手
し、2015(H27)年度までに年間14tの
藻類産生オイルの生産を通じて、
大規模実証に必要な技術的課題の
解決を目指す。
・ 2015年度(H27年度)以降は、県内
及び被災自治体の耕作放棄地等を
活用して大規模実証を通じて化石
燃料のコストに見合う生産技術を確
立し、実用化の目安となる年間1.4
万ｔの藻類産生炭化水素の生産を
目指す。

新技術の確立・実証（技術実証
等）の事業は1/2あるいは2/3の
補助、新技術の確立・実証（実
証施設の整備）の事業は1/2の
補助となっているが、藻類は新
作物として6次産業に位置づ
け、また、特区でのプロジェクト
であることから、どちらも定額補
助(100%補助)として頂きたい。

B 六次産業化法の研究開発・成果利用計画の認定を受けた事業者が行う場合、緑と水の環境技術革命プロジェクト
事業において、補助率２／３の支援を受けることができます。 a

六次産業化法の研究開発・成果利用計画の認定を受けることで、平成２５年度より緑と水の環境技術革命プロジェ
クト事業において、補助率２／３の支援を受けることができるため。

農林水産省から、補助率を２／３とする財
政支援要望については六次産業化法の研
究開発・成果利用計画の認定を受けること
により対応可能との見解が示され、指定自
治体は要望が可能となると判断し了解した
ため協議終了。

Ⅰ

提案事項名

国際戦略総合特別区域及び地域活性化総合特別区域における財政上の支援措置の改善提案に対する国と地方の協議の結果について（再書面協議）

整理番号 総合特区名称
内閣府再整理（コメント欄）

（7/31時点）

内閣府再整理
Ⅰ～Ⅴ
Ⅰ：実現が可能となった
もの
Ⅱ：平成25年度概算要求
等の検討がなされるもの
Ⅳ：見解の相違から協議
を一旦終了するもの
Ⅴ：自治体が再検討又は
取り下げるもの等

国と地方の協議【再書面協議】　(7/31時点）
（対応欄　Ａ：概算要求等として引き続き検討（全国展開、特区含む。）、Ｂ：現行制度で対応可能、C：対応しない、Ｚ：指定自治体が検討）

国と地方の協議【再書面協議】　指定自治体の回答（7/31時点）
（対応　a：了解、b：条件付き了解、c：受け入れられない、d：その他）

提案事項の具体的内容（１） 提案事項の具体的内容(2)
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